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議案第１４号 

   射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 射水市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年射水市条例第３３号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第４号ア (ア)を削り、同号ア (イ)中「特定職に引き続き」を「引き続いて

任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中 (イ)を

(ア)とし、 (ウ)を (イ)とする。 

 第２１条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日

ごとの勤務時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

 第２５条を第２７条とし、第２４条の次に次の２条を加える。 

 （妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２５条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者

が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当

該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、

育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他

の措置を講じなければならない。 
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２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該

職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第２６条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 (1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (2) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  
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議案第１５号 

   射水市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

射水市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

射水市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年射水市条例第４５号）

の一部を次のように改正する。  

 別表に次のように加える。 

看護職員処遇改

善手当 

 射水市民病院において、看

護師、准看護師又はこれらに

準ずると市長が認める職員 

月額 ４，０００円以内 

保育士等処遇改

善手当 

 射水市立保育園、射水市立

幼稚園又は射水市立認定こ

ども園に勤務する職員 

月額 ９，０００円以内 

附 則  

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の射水市職員の特  

殊勤務手当に関する条例の規定は、令和４年２月１日から適用する。  
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議案第１６号 

   射水市個人情報保護条例の一部改正について 

 射水市個人情報保護条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 射水市個人情報保護条例（平成１７年射水市条例第２１号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第２条第２項中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１ 

５年法律第５８号）第２条第３項」を「個人情報の保護に関する法律（平成１ 

５年法律第５７号)第２条第２項」に改める。 

第５条第２項第５号中「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する 

法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項」を「個人情報の保護に関する

法律第２条第９項」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。  
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議案第１７号 

   射水市在宅福祉介護手当支給条例の一部改正について 

 射水市在宅福祉介護手当支給条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市在宅福祉介護手当支給条例の一部を改正する条例 

射水市在宅福祉介護手当支給条例（平成１７年射水市条例第１４６号）の一

部を次のように改正する。 

 第１条中「在宅の要介護４又は５の者の」を削り、「在宅福祉介護手当」の

次に「（以下「介護手当」という。）」を加える。 

 第２条第１号を次のように改める。 

 (1)  被介護者 本市の住民基本台帳に記録され、かつ、本市に居住してい

る在宅の者で、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の

基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第１条第１項第４号

に規定する要介護４又は同項第５号に規定する要介護５に該当するもの

として、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条第７項の規定に

よる要介護認定の通知を受けたものをいう。  

 第２条第２号中「要介護４又は５の者」を「被介護者」に改める。 

 第３条中「月額２，５００円」を「被介護者１人につき月額５，０００円」

に改める。 
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 第４条第１項中「介護手当を支給すべき事由が消滅した日」を「受給資格を

喪失した日」に改める。 

 第６条を次のように改める。 

 （受給資格喪失の届出） 

第６条 前条の認定を受けた介護者（以下「受給者」という。）は、被介護者

が第２条第１号に該当しなくなり、又は受給者が第２条第２号に該当しなく

なり、当該受給資格を喪失したときは、速やかにその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条の改正規定は、令和

４年１０月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の射水市在宅福祉介護手当支給条例第３条の規定

は、令和４年１０月１日以後の介護手当の支給について適用し、同日前の介

護手当の支給については、なお従前の例による。  
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議案第１８号 

射水市国民健康保険税条例等の一部改正について 

 射水市国民健康保険税条例等の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例 

 （射水市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 射水市国民健康保険税条例（平成１７年射水市条例第７９号）の一部

を次のように改正する。 

  本則中「国民健康保険の被保険者に係る所得割額」を「国民健康保険の被

保険者に係る基礎課税額の所得割額」に、「国民健康保険の被保険者に係る

被保険者均等割額」を「国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額」に、「国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額」を「国

民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額」に改める。 

  第５条第１号中「第２１条」を「第２１条第１項」に改める。  

  第６条中「賦課期日の属する年の前年の所得に係る」を削る。 

  第１３条第１項中「同条」を「その減額後」に改める。 

  第２１条中「法第７０３条の５」を「法第７０３条の５第１項」に改め、

同条に次の１項を加える。 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後の最初の３
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月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合に

おける当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者

の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等

割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

  (1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める

額 

   ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３,６００円 

   イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ６,０００円 

   ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９,６００円 

   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １万２,０００円 

  (2)  国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人につ

いて次に定める額  

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 １,４７０円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 ２,４５０円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ３,９２０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ４,９００円 

第２１条の２中「前条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前

条第１項第１号」に、「「総所得金額」」を「「総所得金額及び」」に改め、「第



9 
 

３号において同じ。）」の次に「及び」を加える。  

附則第９項中「第２１条」を「第２１条第１項」に、「同条中」を「同条

第１項中」に、「法第７０３条の５」を「法第７０３条の５第１項」に改め

る。  

附則第１０項及び第１１項中「第２３条」を「第２１条第１項」に改める。  

附則第１２項、第１３項及び第１５項から第２０項までの規定中「第２１

条」を「第２１条第１項」に改める。  

 （射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和３年射水市条

例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  附則第４項中「第２１条第１号」を「第２１条第１項第１号」に、「同条

第２号」を「同項第２号」に、「同条第３号」を「同項第３号」に改める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１条中射水市国民健康保

険税条例第５条第１号、第１３条第１項、第２１条及び第２１条の２の改正

規定（「前条の」を「前条第１項の」に、「前条第１号」を「前条第１項第１

号」に改める部分に限る。）並びに附則第９項から第１３項まで及び第１５

項から第２０項までの改正規定、第２条の規定並びに附則第３項の規定は、

令和４年４月１日から施行する。  

 （適用区分）  

２ この条例（前項ただし書に規定する改正規定及び第２条の規定に限る。）
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による改正後の射水市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険税に

ついては、なお従前の例による。  

 （保険税の課税額の算定に関する経過措置）  

３ 令和４年度分の保険税の課税額の算定の際、この条例による改正後の射水

市国民健康保険税条例第２１条第２項第２号中「１，４７０円」とあるのは

「１，２３０円」と、「２，４５０円」とあるのは「２，０５０円」と、「３，

９２０円」とあるのは「３，２８０円」と、「４，９００円」とあるのは「４，

１００」とする。 
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議案第１９号 

   射水市子ども医療費助成に関する条例の一部改正について 

射水市子ども医療費助成に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市子ども医療費助成に関する条例の一部を改正する条例  

 （射水市子ども医療費助成に関する条例の一部改正）  

第１条 射水市子ども医療費助成に関する条例（平成１７年射水市条例第１４

０号）の一部を次のように改正する。  

  第 ２条 第 １ 項 中「乳児、幼児及び児童」を「１５歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある者」に改め、同条中第２項から第４項までを

削り、第５項を第２項とし、第６項から第１０項までを３項ずつ繰り上げる。 

  第５条第１項中「乳児」を「子ども」に改め、同条第２項を削る。 

第２条 射水市子ども医療費助成に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「１５歳」を「１８歳」に改める。 

附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は令

和４年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  
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２ 第１条の規定による改正後の射水市子ども医療費助成に関する条例の規

定は、令和４年４月１日以後の医療に係る医療費の助成について適用し、同

日前の医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。  

３ 第２条の規定による改正後の射水市子ども医療費助成に関する条例の規

定は、令和４年１０月１日以後の医療に係る医療費の助成について適用し、

同日前の医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。  
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議案第２０号 

   射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正につ 

いて 

 射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を次のように改正す

る。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改正す  

る条例  

射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例（平成１７年射水市条例第１

４３号）の一部を次のように改正する。  

第３条第３項中「施行令」の次に「（第６条の７を除く。）」を加える。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の射水市ひとり親

家庭等医療費助成に関する条例の規定は、令和３年３月１日から適用する。 
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議案第２１号 

   射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の 

提供に関する条例の一部改正について 

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の 

提供に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す 

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２ 

７年射水市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 別表２の１の項を次のように改める。 

１ 市長 射水市子ども医療費助成に関する条例に

よる子どもの医療費助成に関する事務 

住民票関係情報 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。
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議案第２２号 

射水市消防団条例の一部改正について 

射水市消防団条例の一部を次のように改正する。 

  令和４年２月２８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市消防団条例の一部を改正する条例 

射水市消防団条例（平成１７年射水市条例第１９７号）の一部を次のように

改正する。 

第５条の次に次の１条を加える。  

 （休団）  

第５条の２ 長期間職務に従事することができない消防団員は、任命権者の承

認を受け、３年を超えない範囲内で消防団活動の休止（以下「休団」という。）

をすることができる。  

２ 休団をしている消防団員は、消防団員としての身分を保有するが、職務に

従事しない。  

３ 休団をしている期間については、報酬及び費用弁償を支給しない。  

４ 休団をしている消防団員は、職務に復帰しようとするときは、任命権者の

承認を受けなければならない。  

 第６条第１項中「又は」を「若しくは」に、「ときは、」を「とき又は定員  

の改廃若しくは予算の減少により過員を生じたときは、これを降任し、又は」 
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に改め、同条第２項第１号中「前条第１号」を「第５条第１号」に改め、同項  

第２号に次のただし書を加える。  

  ただし、任命権者が職務の遂行に支障がないと認めるときは、この限りで

ない。  

 第９条本文中「服務」を「、職務に従事」に改め、同条ただし書中「水火災  

その他の災害」を「災害（水火災又は地震等の災害をいう。以下同じ。）」に、  

「、指定するところに従い、直ちに、出動し、服務」を「指定するところに従  

い、直ちに出勤し、職務に従事」に改める。  

第１０条、第１１条及び第１２条第４号中「水火災その他の災害」を「災害」 

に改める。  

 第１４条の表出動手当の項支給対象者の欄中「災害現場、警戒又は訓練に出  

動し、その業務」を「職務」に改め、同表団員加入促進手当の項を削る。  

別表を次のように改める。  

別表（第１３条関係）  

種類  区分  支給額  

職務報酬  基本団員  

団長  年額 100,000 円  

副団長 (方面団長 ) 年額  84,000 円  

方面副団長  年額  72,000 円  

分団長  年額  52,500 円  

副分団長  年額  43,000 円  

部長  年額  38,000 円  
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班長  年額  37,000 円  

団員  年額  36,500 円  

機能別団員  団員  年額  18,500 円  

出動報酬  災害 (火災・風水害等 ) 
１日につき  8,000 円  

半日につき  4,000 円  

附 則  

この条例は、令和４年４月１日から施行する。  
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議案第２３号 

   射水市大島エントランス広場条例の廃止について 

 射水市大島エントランス広場条例を廃止する条例を次のように定める。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市大島エントランス広場条例を廃止する条例  

 射水市大島エントランス広場条例（平成１７年射水市条例第１２９号）は、

廃止する。  

   附 則  

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第２４号  

   指定管理者の指定について 

 射水市コミュニティセンターの指定管理者の指定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、次のとおり議会

の議決を求める。 

  令和４年２月２８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志    

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称及び指定管理者と

なる団体の名称 

公の施設の名称 指定管理者となる団体の名称 

庄西コミュニティセンター 庄西地域振興会 

堀岡コミュニティセンター 堀岡地域振興会 

海老江コミュニティセンター 海老江地域振興会 

黒河コミュニティセンター 黒河地域振興会 

太閤山コミュニティセンター 太閤山地域振興会 

中太閤山コミュニティセンター 中太閤山まちづくり地域振興会 

大門コミュニティセンター 大門地域振興会 

２ 指定の期間 

  令和４年４月１日から令和７年３月３１日まで 
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報告第  １  号  

   専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度射水市一般会計補正予算（第８号）を別冊のとおり専決処分したので、

同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ２  号  

   専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令

和３年度射水市一般会計補正予算（第９号）を別冊のとおり専決処分したので、

同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  令和４年２月２８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

 


